
特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・子育て支援施設等の運営

に関する基準（抜粋） 

 

 

〇保育所・認定こども園・施設型給付を受ける幼稚園 

 

(内容及び手続の説明及び同意) 

第五条 特定教育・保育施設は、特定教育・保育の提供の開始に際しては、あらかじめ、

利用の申込みを行った教育・保育給付認定保護者(以下「利用申込者」という。)に対し、

第二十条に規定する運営規程の概要、職員の勤務体制、第十三条の規定により支払を受け

る費用に関する事項その他の利用申込者の教育・保育の選択に資すると認められる重要事

項を記した文書を交付して説明を行い、当該提供の開始について利用申込者の同意を得な

ければならない。 

２ 特定教育・保育施設は、利用申込者からの申出があった場合には、前項の規定による

文書の交付に代えて、第五項で定めるところにより、当該利用申込者の承諾を得て、当該

文書に記すべき重要事項を電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利

用する方法であって次に掲げるもの(以下この条において「電磁的方法」という。)により

提供することができる。この場合において、当該特定教育・保育施設は、当該文書を交付

したものとみなす。 

一 電子情報処理組織を使用する方法のうちイ又はロに掲げるもの 

イ 特定教育・保育施設の使用に係る電子計算機と利用申込者の使用に係る電子計算機と

を接続する電気通信回線を通じて送信し、受信者の使用に係る電子計算機に備えられたフ

ァイルに記録する方法 

ロ 特定教育・保育施設の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録された前項

に規定する重要事項を電気通信回線を通じて利用申込者の閲覧に供し、当該利用申込者の

使用に係る電子計算機に備えられたファイルに当該重要事項を記録する方法(電磁的方法

による提供を受ける旨の承諾又は受けない旨の申出をする場合にあっては、特定教育・保

育施設の使用に係る電子計算機に備えられたファイルにその旨を記録する方法) 

二 磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方法により一定の事項を確

実に記録しておくことができる物をもって調製するファイルに前項に規定する重要事項を

記録したものを交付する方法 

３ 前項に掲げる方法は、利用申込者がファイルへの記録を出力することによる文書を作

成することができるものでなければならない。 

４ 第二項第一号の「電子情報処理組織」とは、特定教育・保育施設の使用に係る電子計

算機と、利用申込者の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組

織をいう。 

５ 特定教育・保育施設は、第二項の規定により第一項に規定する重要事項を提供しよう

とするときは、あらかじめ、当該利用申込者に対し、その用いる次に掲げる電磁的方法の

種類及び内容を示し、文書又は電磁的方法による承諾を得なければならない。 

一 第二項各号に規定する方法のうち特定教育・保育施設が使用するもの 



二 ファイルへの記録の方式 

６ 前項の規定による承諾を得た特定教育・保育施設は、当該利用申込者から文書又は電

磁的方法により電磁的方法による提供を受けない旨の申出があったときは、当該利用申込

者に対し、第一項に規定する重要事項の提供を電磁的方法によってしてはならない。ただ

し、当該利用申込者が再び前項の規定による承諾をした場合は、この限りでない。 

 

(運営規程) 

第二十条 特定教育・保育施設は、次に掲げる施設の運営についての重要事項に関する規

程(第二十三条において「運営規程」という。)を定めておかなければならない。 

一 施設の目的及び運営の方針 

二 提供する特定教育・保育の内容 

三 職員の職種、員数及び職務の内容 

四 特定教育・保育の提供を行う日(法第十九条第一項第一号に掲げる小学校就学前子ども

の区分に係る利用定員を定めている施設にあっては、学期を含む。以下この号において同

じ。)及び時間、提供を行わない日 

五 第十三条の規定により教育・保育給付認定保護者から支払を受ける費用の種類、支払

を求める理由及びその額 

六 第四条第二項各号に定める小学校就学前子どもの区分ごとの利用定員 

七 特定教育・保育施設の利用の開始、終了に関する事項及び利用に当たっての留意事項

(第六条第二項及び第三項に規定する選考方法を含む。) 

八 緊急時等における対応方法 

九 非常災害対策 

十 虐待の防止のための措置に関する事項 

十一 その他特定教育・保育施設の運営に関する重要事項 

 

(掲示) 

第二十三条 特定教育・保育施設は、当該特定教育・保育施設の見やすい場所に、運営規

程の概要、職員の勤務の体制、利用者負担その他の利用申込者の特定教育・保育施設の選

択に資すると認められる重要事項を掲示しなければならない。 

  



〇小規模保育事業・事業所内保育事業・家庭的保育事業 

 

(運営規程) 

第四十六条 特定地域型保育事業者は、次の各号に掲げる事業の運営についての重要事項

に関する規程(第五十条において準用する第二十三条において「運営規程」という。)を定

めておかなければならない。 

一 事業の目的及び運営の方針 

二 提供する特定地域型保育の内容 

三 職員の職種、員数及び職務の内容 

四 特定地域型保育の提供を行う日及び時間、提供を行わない日 

五 第四十三条の規定により教育・保育給付認定保護者から支払を受ける費用の種類、支

払を求める理由及びその額 

六 利用定員 

七 特定地域型保育事業の利用の開始、終了に関する事項及び利用に当たっての留意事項

(第三十九条第二項に規定する選考方法を含む。) 

八 緊急時等における対応方法 

九 非常災害対策 

十 虐待の防止のための措置に関する事項 

十一 その他特定地域型保育事業の運営に関する重要事項 

 

(内容及び手続の説明及び同意) 

第三十八条 特定地域型保育事業者は、特定地域型保育の提供の開始に際しては、あらか

じめ、利用申込者に対し、第四十六条に規定する運営規程の概要、第四十二条に規定する

連携施設の種類、名称、連携協力の概要、職員の勤務体制、第四十三条の規定により支払

を受ける費用に関する事項その他の利用申込者の保育の選択に資すると認められる重要事

項を記した文書を交付して説明を行い、当該提供の開始について利用申込者の同意を得な

ければならない。 

２ 第五条第二項から第六項までの規定は、前項の規定による文書の交付について準用す

る。 

 

(準用) 

第五十条 第八条から第十四条まで(第十条及び第十三条を除く。)、第十七条から第十九

条まで及び第二十三条（掲示）から第三十三条までの規定は、特定地域型保育事業者、特

定地域型保育事業所及び特定地域型保育について準用する。 

 


